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研究成果の概要（和文）：本研究では、経済協力開発機構（OECD）が作成する国際産業連関表を用いて、国際生
産ネットワークにおける位置や重要性を示す指標を計測し、それと日本を含む主要国企業の技術水準や領域の変
化との関係を定量的に分析した。国際生産ネットワーク内において相対的に中心へ移動する、つまり、より重要
なサプライヤーになることによって、外国の産業や企業から技術スピルオーバーを多く受け、質の高い特許の出
願や技術範囲の多様化につながることを示した。

研究成果の概要（英文）：Since the 1990s, the international division of labor has significantly 
transformed global trade. This study uses OECD's international input-output tables to measure 
indicators of countries' positions within the global value chain (GVC) network and analyzes the 
relationship between these indicators and changes in the technological levels and fields of major 
firms, including those in Japan.
The findings reveal that as firms move towards the center of the international production network, 
becoming key suppliers, they benefit from more technology spillovers from foreign industries. This 
leads to higher quality patent applications and greater diversification in technological fields. 
However, advanced countries have seen a decline in industrial goods production and exports, which 
hampers their ability to receive foreign technology spillovers, negatively affecting domestic 
technological development.

研究分野：社会科学・経済学・応用経済学・国際経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
1990年代以降、国際分業が進展し、世界の貿易関係は大きく変化した。先進国では相対的に工業製品の生産や輸
出が減ったが、本研究の結果は、輸出の減少が世界中の顧客からの情報や技術知識のスピルオーバーを受けにく
くし、自国企業の技術開発に負の影響があることを示唆する。国際分業は、生産効率の向上を通じてコストを低
下させるという利点があるが、新しい技術知識の創造という観点からは、国内生産と輸出を維持し、世界各国の
顧客と幅広く取引を行うことが重要であるという政策的含意を得た。また、ネットワーク分析の手法を用いて、
間接的な取引関係からの技術スピルオーバーを考慮して分析しており、学術的な独自性や新規性がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｆ－１９－２ 
１．研究開始当初の背景 
 
研究代表者は 2016年度にフランスの OECD（経済協力開発機構）にて在外研究の機会を得、

OECD が作成する国際産業連関表を利用して、国際生産ネットワーク（グローバル・バリュー
チェーン、GVC）への各国・各産業の参加度合いやネットワーク内における相対的位置などを計
測するプロジェクトに参画した。また、各国企業のデータを用いて、各国の生産性や雇用のダイ
ナミクスを国際比較分析するプロジェクトにも参画した。さらに、欧州特許庁へ出願された特許
を中心に特許の質の計測の研究を進める OECDの研究者らと意見交換する機会も得た。 
これらのプロジェクトを進める中で、GVCネットワーク内における中国のプレゼンスの急拡
大と、日本のプレゼンスの相対的低下が顕著に示され、GVC内の相対的な位置の変化と各国企
業の技術力との関係に関心を持つこととなった。そして、研究代表者の OECDでの在外研究期
間中に、OECD の研究者らとの共同研究を開始し、まずは、日本企業の特許データと、国際産
業連関表から計測した日本の産業の GVC 参加度やネットワーク内の相対的位置などの指標を
使って、分析に着手した。 
 研究代表者の在外研究期間が終了した後も、分析をさらに精緻化、拡張するため、当該国際
共同研究を開始した。 
 
 
２．研究の目的 
 
財やサービスに体化された技術や情報が、貿易を通じて国境を越えて伝播することが指摘さ
れており、実証的にも Coe and Helpman（1995）やその他の多くの分析によって、貿易が技術
スピルオーバーの重要なチャネルの一つであることが示されてきた。つまり、GVCに深く関与
し、多くの国・産業と輸出入を行うことによって、さまざまな国・産業から技術スピルオーバー
を受ける機会が増え、自国・自社のイノベーションを促進することが期待される。そこで、研究
代表者は、OECD での在外研究期間中に、日本の各産業について、国際的な生産ネットワーク
における位置や、ネットワークへの参加の度合いを数量的に計測し、ネットワークへの関わり方
と日本企業の技術力との関係についての研究に着手した。多くの先行研究では、輸入相手国また
は輸出相手国との直接的な貿易関係を通じた技術スピルオーバーのみを考慮してきたが、当該
研究ではネットワーク分析の手法を取り入れ、自国との直接的な貿易関係のみならず、自国の輸
入相手国または輸出相手国の貿易関係のような間接的な貿易関係を通じた技術スピルオーバー
も考慮しているという特徴がある。 
これを基課題とし、本研究では、日本企業のみならず、他の主要国企業も含めた国際比較分析
へと発展させることを目的とする。具体的には、1）日本企業に関する分析の精緻化と理論的考
察を追加し、メカニズムを解明すること、2）日本のみならず、欧米諸国や中国、韓国などアジ
ア諸国の企業を含めて分析を拡張すること、3）特許データから、各国企業の技術水準や技術領
域の変化をとらえる指標を計測すること、4）1990年代以降の GVCの進展の中で、各国・各産
業の GVCへの関与が、各国企業の技術水準を高めたのか、また、技術領域や範囲を変化させた
のかを統計的に検証することを目的とする。 
 
（参考文献）Coe, D.T., Helpman, E., 1995. International R&D spillovers. European Economic 
Review 39 (5), 859–887. https://doi.org/10.1016/0014-2921(94)00100-E. 
 
 
３．研究の方法 
 
＜データセットの作成＞ 
本研究では、各国・産業レベルの投入産出関係を表す国際産業連関表と、世界の特許データ、
そして、世界各国の企業の財務データを企業レベルで接続したデータセットを作成して分析を
行った。 
 
（1）各国・産業レベルのデータ 

OECD が作成する国際産業連関表を利用して、各国各産業の GVC への参加度合いやネット
ワーク内における相対的位置などを示す指標を計測した。GVCネットワークにおける相対的位
置を表す指標としては、主に、Bonacich-Katzタイプの固有値中心性（eigen vector centrality）
を用いた。多くの外国の産業と取引があり、かつ、中心性の高い外国の産業と取引があり、さら
に、取引相手の産業にとって重要な取引関係である場合、当該国・産業のネットワーク中心性は
高くなる。たとえば、後方連関ネットワークの中心性が高いほど、相手産業にとって自産業が重
要性の高い顧客であり、前方連関ネットワークの中心性が高いほど、相手産業にとって自産業が
重要性の高いサプライヤーであると解釈する。 
 
（2）世界の特許データ 
世界各国に出願された特許の情報を収録した PATSTAT データベースと、OECD Patent 



Databaseを利用して、世界各国の出願企業別に、特許出願数や特許の質指標、国際共同出願・
共同発明などの指標を作成した。各企業が出願した特許の技術分野の情報を利用し、各企業の持
つ技術の範囲の多様性を捉える指標も作成した。これらの指標は、各企業のイノベーション成果
を表す指標として分析に用いる。 
また、日本の特許庁に出願された特許に関しては、知的財産研究所が提供する IIPパテントデ
ータベースの特許情報も利用した。さらに、技術分野別、国別に特許の引用関係を集計し、それ
を知識フロー・ネットワークと解釈した。各国の各産業が知識フロー・ネットワークにおいて、
中心部に近いのかまたは周縁部に近いのかを定量的に示す指標も作成した。 
 
（3）各国企業の財務データ 
当初、共同研究者の所属する OECDに滞在し、OECDがビューロ・ヴァン・ダイク社から購
入している Orbisデータを利用する予定であった。しかし、Covid-19のパンデミックにより、
長期間 OECDに滞在することが不可能となり、研究代表者がビューロ・ヴァン・ダイク社から
Orbis Intellectual Property データベースを購入して分析に利用した。Orbis Intellectual 
Property データベースでは、世界各国企業の基本情報と財務データに加えて、各企業が出願し
た特許の出願番号も収録されている。各企業が出願した特許の出願番号を用いて、PATSTATそ
の他の特許データベースの特許情報を企業データと接続し、特許の出願数や特許の質、技術範囲
などの指標を企業レベルで計測した。 
また、日本企業については、Orbisよりも詳細な企業情報を含む政府統計の個票データも利用
した。具体的には、経済産業省の「企業活動基本調査」と「海外事業活動基本調査」の政府統計
個票データを使用した。経済産業省の「海外企業活動基本調査」の情報を利用することにより、
日本の多国籍企業については、世界各国のどのような産業に拠点を置いて国際的に事業活動を
行っているのかも定量的に計測した。 
 
 
＜分析＞ 
これらのデータを用いて、まず、各国・各産業の貿易ネットワークや知識フロー・ネットワー
クにおける相対的位置とその変化を考察し、さらに、各国の特許出願数や特許の質指標の推移な
どを考察した。 

GVCネットワークにおいてより中心部に近づくほど、当該国・産業は、GVCにおけるより重
要な顧客またはサプライヤーになると解釈し、世界各国のさまざまな取引相手からの情報に接
する機会が増えると期待できる。後方連関ネットワークの中心性が高いほどより重要な顧客と
なり、さまざまな国・産業のサプライヤーからの技術知識スピルオーバーを受けやすくなると想
定される。一方、前方連関ネットワークの中心性が高いほどより重要なサプライヤーとなり、さ
まざまな国・産業の顧客からの技術知識スピルオーバーを受けやすくなると想定される。 
本研究では、上記のデータを企業レベルで接続した分析用データセットを構築し、GVCネッ
トワークの中心へ近づいて技術知識スピルオーバーを受ける機会が増えることが、自社のイノ
ベーションを促進するかどうかを統計的に分析する。 
 
 
４．研究成果 
 
（1）日本の産業の GVC における相対的な位置の変化と日本企業のイノベーション成果との関
係 
本研究の基課題となる研究において、GVCにおける日本の各産業の相対的な位置や参加度合
いがどのように変化してきたかを分析し、その構造変化が日本の各企業の技術イノベーション
にどのような影響を与えたかを分析した。上記 3．の研究方法で述べた Bonacich-Katz タイプ
の固有値中心性（eigen vector centrality）を、GVCにおける相対的位置を表す指標として計測
したところ、1995年から 2011年までの間に日本のほとんどの産業は、GVC内で相対的に中心
部から周縁部へと移っていた。一方、日本企業の特許出願数は 2005年あたりをピークに漸減し
ている。そこで、中国の世界貿易機関（WTO）への加盟を操作変数として利用し、GVCにおけ
る位置の変化と日本企業の特許出願との関係を分析したところ、前方連関ネットワークにおい
て中心性が高い産業の企業ほど、特許出願が多いという関係が確認された。この結果は、GVC
においてより中心的な位置にいる重要なサプライヤーほど、世界中のさまざまな顧客や下流の
市場からより多くの技術知識スピルオーバーを受け、技術開発を活発に行うことを示唆する。 
本研究では、基課題の分析結果の頑健性を確認し、得られた結果の理論的背景を説明するなど
して学術論文を完成させた。 

 
（2）世界主要国の質を考慮した特許出願・登録数動向 
本研究で整理した特許データに基づいて、主要国の特許出願数や登録数、特許の質指数の推移
などを比較し、考察した。特許データに基づくさまざまな指標をみると、日本企業全体の特許出
願数は減少傾向にあるものの、国際出願される特許の平均的な質は他国の出願特許と比べて顕
著に低下しているとは言えなかった。ただし、米国と比較すると、日本の方が特許で測った技術



力が低下、または停滞する傾向も見られた。中国や韓国、台湾などが特許出願数や登録数を顕著
の伸ばしていることはよく知られているが、欧州特許庁や米国特許商標庁へ出願・登録された特
許数はまだ米国や日本の水準には達していない。また、ブレーク・スルー特許といえるような極
めて引用数の多い特許の日本企業による出願は顕著に減少する傾向がみられ、特許の出願数や
質と技術領域の変化が、企業のどのような属性変化によるものかをより深く分析していく必要
があることを示した。 
また、特許の被引用件数の平均値は、多くの国において減少傾向にあり、これは全く引用され
ない特許も数多く出願され登録されているためであった。特許を出願するかどうかは、各国の法
制度や各企業の技術戦略を考慮して決定される傾向があり、重要な技術ほど特許登録されず秘
匿されることもある。また、技術的水準は低くとも、他社による類似品の製造・販売を防ぐため
に特許登録することもある。つまり、特許の出願数や登録数で技術水準を計測することの問題点
も浮き彫りになった。 

 
（3）各国の産業の GVC における相対的な位置の変化と各国企業のイノベーション成果との関
係 
上記（1）の研究をさらに拡張し、各国・各産業の GVC ネットワークにおける位置の変化と
各国企業の技術水準や領域の変化との関係を定量的に分析した。国際生産ネットワーク指標を
みると、製造業では中国がネットワークの中心部へと移動した。一方、米国は製造業では周縁部
へと移ったが、サービス業ではより中心性を高めたため、国レベルでみると、依然として GVC
ネットワークの核となる国の一つであり続けた。また、ドイツも特に欧州地域での GVCネット
ワークの核であり続けた。しかし、日本は製造業で周縁部へと移っただけでなく、サービス業の
中心性も高まらなかったため、国レベルでみてもネットワークの周縁部へと移動した。 
 統計的分析の結果、グローバルな生産ネットワークのより中心に位置する産業に属する企業
ほどより質の高い特許を出願している傾向がみられ、さらに技術領域を多様化する傾向もみら
れた。ただし、GVC 内でさまざまな顧客やサプライヤーと取引を拡大することで技術水準を向
上させたのは、初期時点の技術水準が比較的高い企業であるという結果も得た。つまり、もとも
と十分な技術力を持っていた企業は、GVC内で取引をさらに拡大することによって新しい技術
知識を獲得したが、技術力が低かった企業は GVC内で取引を拡大させたとしても、特許の出願
や登録に結びつくような技術知識の獲得には至らなかった。 
 本研究は、日本のみならず、世界各国の企業を分析対象としていることから、各国・各産業の
GVCにおける相対的位置の変化が各国企業の特許出願数に与えた影響の大きさを概算すること
ができる。たとえば、近年、経済安全保障に関連して米国が中国への輸出管理を強化している半
導体や電気通信機器関連の産業をみると、中国は GVC内においてサプライヤーとしても、また
顧客としてもその重要性を大きく高めた。逆に米国や日本の同産業は、その重要性は大きく低下
させた。このような相対的位置の変化が、中国企業による特許出願に正の影響を与えた一方、米
国や日本の企業による特許出願に負の影響を与えたことを定量的に示した。 
 また、当研究課題において整理した特許の質指標等を利用して、日本の多国籍企業の国内外の
研究開発活動と特許出願数や特許の質との関連についての研究も進め、海外での研究開発活動
は質の高い特許の出願につながっている可能性を示した。 
 
 
（4）今後の展望 
本研究では、当初、OECDに 1年間滞在し、OECDが整備している世界各国の企業データを
利用して分析を行う予定であった。しかし、渡航直前で新型コロナウィルスのパンデミックによ
り渡航延期となり、その後も OECDでは長期間にわたり完全なリモートワークが続く事態とな
ってしまった。そのような状況で、外部研究者の受け入れが制限されてしまい、結果的に長期間
の渡航ができなかった。 
そのため、ビューロ・ヴァン・ダイク社から企業データを購入して分析を進めたが、OECDが
所有する企業データよりも短期間のデータしか入手できず、当初期待したよりも分析対象企業
数や分析サンプル数が少ないものとなってしまった。 
また、パンデミックの発生により、OECD の研究者らはパンデミックの影響を緊急に分析す
ることを求められ、本研究のような学術研究に十分な時間を割くことができない状況となって
しまった。こうした事情もあり、本研究は、研究期間を延長したものの、当初期待したほどの研
究成果をあげられなかったと評価している。 
しかし、本研究を通じて、OECD 研究者との研究交流を継続することができ、本研究期間の
終了後も生産性や雇用のダイナミクスに関する OECD研究プロジェクトに継続して参画してい
る。また、本研究での共同研究者や、OECD プロジェクトを通じて知り合った他の研究者と新
たな共同研究プロジェクトを立ち上げ、研究を進めている。本研究においては、国際的な取引関
係を、国際産業連関表に基づいて計測しているため、比較的粗い産業レベルの取引関係しか捉え
られていない。しかし、新たなプロジェクトでは、企業間の取引関係と共同研究開発など、さら
にミクロなレベルで分析を行い、取引ネットワークを通じた技術知識のスピルオーバーのチャ
ネルやメカニズムの解明を目指す。 
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